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電気自動車の急速充電活用で再生可能エネルギーの大規模導入に貢献 
～ユーザーを余剰電力利用に誘導し、太陽光発電の有効利用を目指す～ 

 

急速に普及しつつある電気自動車の蓄電池を電力系統の安定運用に活用し、太陽光発電の大規模導
入につなげることが期待されています。これまでは自宅での充電を対象とした研究が主に進められて
きましたが、本研究では、電気自動車が普及した状況下で、自宅に充電器がない集合住宅の居住者など
日常的に公共の急速充電器を利用するユーザーを想定しました。そして、急速充電器の利用時間帯を
誘導できれば電力系統の安定運用につながることに着目し、その可能性を定量的に評価しました。 
具体的には、電気自動車が従来のガソリン自動車と同じように利用されると仮定して急速充電器の

利用タイミングを想定する数値モデルを、コンピューター上に構築しました。三つの要素（充電費用、
充電頻度、充電にかかる時間）をさまざまに設定したシミュレーションを実施した結果、太陽光発電
（PV）の電力が余る時間帯の利用料金を安く設定すれば、急速充電器の利用を、電力が不足しがちな
平日の夜間から余裕のある休日の昼間へシフトできる可能性が示されました。 
急速充電器の利用タイミングがこのように変われば、PV の出力抑制の機会が減り、PVの大規模導

入に貢献することになります。 
急速充電器の普及過程に応じたシミュレーションや、急速充電器導入ための費用対効果の分析など

の情報を発信し、ユーザーに進んで協力してもらえる仕組みができれば、電気自動車の普及と相まっ
て、多くの市民がカーボンニュートラルの実現に貢献する社会が到来すると期待されます。 
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 研究の背景  
近年、太陽光発電（PV）の導入拡大に伴う電力系統への問題が顕在化しています。例えば、九州地方

を中心に晴天日の昼間に太陽光発電（PV）の電力が余剰となり、PVの発電を一部停止する出力抑制が行
われるようになっています。電力の需給バランスが崩れて大規模停電が起きることを回避するための措
置ですが、再生可能エネルギー普及の障害となってきています。カーボンニュートラルの実現には、それ
らの問題の解決が必要です。 
その一つの手段として、急速に普及しつつある蓄電池式電気自動車（電気自動車）の蓄電池を電力系統

の安定運用に活用し、再生可能エネルギーの普及につなげることが期待されています。電気自動車は蓄電
池を充電して使うことから、新たなエネルギー機器とも捉えられます。これまでは、自宅での充放電を対
象とした研究が進められてきました。例えば、帰宅後に自宅で充電する際、そのタイミングを制御し、電
力供給力に余裕がある時間帯に行うようにするといった方策が提案されてきました。しかし、将来の電気
自動車の普及を考えれば、集合住宅の居住者など自宅に充電器がなく、急速充電器注１）を日常的に利用す
るユーザーを対象とした研究も必要です。 
本研究では、急速充電器を利用する電気自動車のユーザーを想定し、急速充電器の利用時間帯などを誘

導できれば電力系統の安定運用につながることに着目し、その可能性を定量的に評価しました。 
 
 研究内容と成果  
本研究は、経済的なインセンティブを付与し、電気自動車ユーザーによる日常的な急速充電器の利用行

動を誘導することで、ユーザーが再生可能エネルギーの大規模導入に貢献できる可能性を示しました。 
PV が大規模に導入され主要な電源の一つとなった場合、天候の良い日には日中に PV による電力余剰

が発生する一方、夕方から夜間にかけては電力不足が発生することが懸念されています。そのような状況
で電気自動車ユーザーが、夕方から夜間の帰宅時に急速充電をすると、電力需給バランスを悪化させま
す。そこで、平日の帰宅時から電力需要の少ない休日の昼間へできるだけ誘導しようと考えました。 
ユーザーの行動を誘導する場合、充電料金の割引など経済的なインセンティブが考えられますが、ユー

ザーの価値観はさまざまで、経済的なメリットによって必ずしも全員が同じように誘導されるとは限り
ません。そこで、充電費用・充電頻度・充電に要する時間の三つの要素を取り上げ、それらの要素の重要
性をさまざまなに設定したユーザーの母集団を想定したシミュレーションを行いました。 
ユーザーの電気自動車の使い方から急速充電器の利用タイミングを想定し、コンピューター上にモデ

ルを構築しました。電気自動車の使い方については、電気自動車が大規模に普及した場合は従来のガソリ
ン自動車と同じように使用されると仮定し、自家用車に関する交通センサスデータ OD データ注２）を用い
ました。 
数値実験の結果により、PV余剰電力が多く発生する時間帯の急速充電器の利用料金を安く設定するこ

とで、急速充電器の利用を、電力が不足しがちな平日の夜間から余裕のある休日の昼間へシフトさせるこ
とができる可能性が示されました。このことは、急速充電器の利用タイミングを変更することで、電気自
動車ユーザーが、PV の出力制御を減らし、PV 大規模導入に貢献できることを意味します。電気自動車
の普及が進んだ将来における、望ましい急速充電器の利用形態やインセンティブなど社会的仕組みにつ
いて、示唆を与えるものと言えます。 
 

 今後の展開  
本研究成果を社会実装するには、将来の社会における不確実な要素を考慮し、さまざまなシナリオを想

定して分析を深める必要があります。再生可能エネルギーの普及によって電力系統に生じる問題の深刻
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さ、電気自動車の普及、急速充電器の容量や設置台数など、不確実な要素は数多くあります。また、ユー
ザーの急速充電器利用行動を効果的に誘導できる、そして進んで協力してもらえるようなインセンティ
ブの付与や情報発信などを含めた社会的仕組みの構築も求められます。 
電力系統の状況に合わせて急速充電器の利用タイミングを誘導するには、急速充電器がいつでも自由

に利用できることが望ましく、そのためには急速充電器の設置を加速する必要があります。電気自動車の
台数に比して十分な急速充電器が設置されるのか、ユーザーの協力が進むにつれて PV出力抑制がどのよ
うに低減できるのかといった分析も重要です。急速充電器導入のための投資費用と効果との関係を分析
することも欠かせません。 
それらを通じて、ユーザーが電力系統の安定運用に貢献できるようになれば、電気自動車の普及と相ま

って、多くの一般の方々がカーボンニュートラルに貢献する社会の実現につながると期待されます。 
 
 用語解説  
注１） 急速充電器 
   一般住宅に設置される充電器の十倍以上の容量を有し、短時間で電気自動車を充電できる設備。  
注２） 交通センサス OD データ 
   政府により 5 年おきに実施されている全国道路・街路交通情勢調査のうち自動車起終点調査のこ

と。さまざまな自動車を対象とし、出発・到着時刻や走行距離などの運行に関するデータが収録され
ている。 
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